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NY マーケットレポート（2021 年 2 月 23 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY 市場レポート （前日 22 時 00 分～午前 6 時 30 分まで） 
 

主要な米経済指標の結果 

2 月消費者信頼感指数 91.3（予想 90.0・前回 89.3⇒88.9） 

2 月の米消費者信頼感指数は、市場予想を上回り、前月改定値から 2.4 ポイント上昇した。景気の現状に

対する信頼感指数は 92.0（前月 85.5）、 向こう半年の期待指数は 90.8（91.2）と低下した。雇用関連

では、現状は「職が豊富」との回答は 21.9％（前月 20.0％）、「就職が困難」は 21.2％（22.5％）。向

こう半年では「求職が増える」との次回は 26.1％（30.4％）、「求職が減る」は 20.6％（22.1％）。向

こう 1 年間のインフレ見通しは 6.3％（6.0％）。 

 

データを基に SBILM が作成 
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2 月リッチモンド連銀製造業指数 14（予想 16・前回 14） 

2 月のリッチモンド連銀製造業指数は、市場予想を下回ったものの、前月から横ばいとなり底固さが示さ

れた。 

 

データを基に SBILM が作成 

 

パウエル FRB 議長の議会証言での主な発言 

・年内の見通し改善が示唆されている 

・目標に向け長い道のり、一段の進展には一定の時間 

・失業率は依然高い水準、雇用市場の改善は減速した 

・雇用回復に向けた動き、今後数カ月で戻ると予想 

・この 3 ヵ月はさらに顕著な進展は見られない 

・インフレ率は向こう 1 年程度に大きく変動すると予想 

 

・FRB は慎重かつ時間をかけて辛抱強く行動する 

・所得不均衡には雇用を通じて間接的に影響及ぼせる 

・FRB によるデジタル通貨発行の是非は慎重に検討中 

・財政政策は FRB が考慮する要素に含まれる 

・見通し改善による資産価格上昇は健全な兆候 
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ダウは 3 営業日続伸、ナスダックは続落 

米株式市場では、長期金利上昇に対する警戒感から、ダウ平均株価が前日比 362 ドル安まで下落するな

ど、主要株価指数は序盤から軟調な動きとなった。その後、パウエル FRB 議長が議会証言で金融緩和策

を長期的に継続するとの見通しを示したことを受けて、主要株価指数は下げ幅を縮小する動きとなり、

ダウ平均株価は終盤にプラス圏まで回復し、15.66 ドル高（+0.05％）で終了した。一方、ハイテク株中

心のナスダックは 67.85 ポイント安の（-0.50％）で終了した。 

 

データを基に SBILM が作成 

 

データを基に SBILM が作成 
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ドル円・クロス円は底固い動き 

NY 市場では、欧州市場の流れを引き継ぎ、ドル円・クロス円は序盤から堅調な動きとなった。その後、

ダウ平均株価が前日比 360 ドル超下落するなど、米主要株価指数は序盤から軟調な動きとなったことか

ら、投資家のリスク回避が意識され、ドル円・クロス円は軟調な動きとなった。ドルは、2 月の米消費者

信頼感指数が予想を上回る結果となったことから持ち直す場面もあったが、パウエル FRB 議長が議会証

言で金融緩和策の長期化を示唆したことを受けて、米長期金利が低下したことも加わり、対円で軟調な

動きが続いた。下げ一服後は、米主要株価指数が下げ幅を縮小する動きとなったこともあり、ドル円・

クロス円は終盤まで堅調な動きとなった。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


